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セグメント別の売上高は、次のとおりであります。
　

事業名 ／ 期

第31期

（平成30年８月期）

（当連結会計年度）

金額 構成比 前年同期比

国内アイウエア事業 45,067百万円 82.1％ 106.8％

海外アイウエア事業 7,213百万円 13.1％ 138.6％

雑貨事業 2,589百万円 4.7％ △14.8％

その他 0百万円 0.0％ 77.9％

合計 54,872百万円 100.0％ 108.8％
　

(２) 資金調達の状況

　

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と極度額８億円及び130百万元の当座貸越契

約を締結しております。

また、運転資金及び店舗出店等に関する設備資金の機動的かつ安定的な調達を可能にするため、平成29年８月29日

付にて取引銀行４行と80億円（期間３年間）のコミットメントライン契約を締結しております。

　

(３) 設備投資の状況

　

当連結会計年度中の設備投資等につきましては、店舗の出店及び改装等を行い、敷金及び保証金を含めた設備投資

総額は4,233百万円となっております。

事業部門別の内訳は、次のとおりであります。

（国内アイウエア事業）

ジンズ彦根店をはじめ、アイウエア専門ショップの新規出店30店舗、改装25店舗による敷金及び保証金等を含め、

3,385百万円の投資を実施いたしました。

（海外アイウエア事業）

中国におけるアイウエア専門ショップの新規出店31店舗、改装10店舗による敷金及び保証金等を含め、779百万円

の投資を実施いたしました。

（雑貨事業）

メンズ雑貨専門ショップの新規出店１店舗、レディス雑貨専門ショップの新規出店２店舗による敷金及び保証金等

を含め、69百万円の投資を実施いたしました。

　

(４) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　

該当事項はありません。

　

宝印刷株式会社 2018年10月29日 13時55分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20180621_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

32

(５) 他の会社の事業の譲受けの状況

　

該当事項はありません。

　

(６) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　

該当事項はありません。

　

(７) 他の会社の株式その他の持分、新株予約権等の取得又は処分の状況

　

該当事項はありません。
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(１０) 主要な事業内容（平成30年８月31日現在）

　

事業区分 事業内容

国内アイウエア事業
アイウエア（眼鏡、サングラス、その他眼鏡周辺商品）の企画・生産・流通・販

売など

海外アイウエア事業 海外におけるアイウエア（眼鏡、サングラス、その他眼鏡周辺商品）の販売など

雑貨事業
メンズ及びレディスのバッグ、帽子、アクセサリー等服飾雑貨の企画・生産・流

通・販売など
　

(１１) 重要な子会社の状況（平成30年８月31日現在）

　

①親会社の状況

該当事項はありません。

　

②重要な子会社の状況
　

会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社フィールグッド 50,000千円 100.0％

メンズ及びレディスのバッグ、帽

子、アクセサリー等服飾雑貨の企

画・生産・流通・販売

吉姿商貿(瀋陽)有限公司 1,000千米ドル
100.0％

（100.0％）
中国におけるアイウエアの販売

睛姿商貿(上海)有限公司 10,650千米ドル
100.0％

（100.0％）
中国におけるアイウエアの販売

睛姿美視商貿(北京)有限公司 700千米ドル
100.0％

（100.0％）
中国におけるアイウエアの販売

JINS US Holdings, Inc. 19,000千米ドル 100.0％
米国におけるアイウエア事業の統

括

JINS Eyewear US, Inc. 18,980千米ドル
100.0％

（100.0％）
米国におけるアイウエアの販売

JINS CAYMAN Limited 2.49米ドル 100.0％
アジアにおけるアイウエア事業の

統括

JINS ASIA HOLDINGS Limited 118,627千香港ドル
100.0％

（100.0％）

アジアにおけるアイウエア事業の

統括

株式会社ジンズジャパン 10,000千円 100.0％ 日本におけるアイウエアの販売

JINS Hong Kong Limited 15,000千香港ドル
100.0％

（100.0％）
香港におけるアイウエアの販売

（注）１．議決権比率欄の（ ）内は、当社の子会社等が所有する議決権の比率を内数で示しております。

２．株式会社ジンズジャパンは平成30年５月28日に設立いたしました。

３．JINS Hong Kong Limitedは平成30年６月19日に設立いたしました。
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(１２) 主要な営業所の状況（平成30年８月31日現在）

　

①当社

ａ．本社 ：群馬県前橋市川原町二丁目26番地４

ｂ．東京本社 ：東京都千代田区富士見二丁目10番２号

　飯田橋グラン・ブルーム30階

ｃ．店舗 ：店舗数 349店舗

直営店舗数（アイウエア専門ショップ） 349店
　

（注）上記の直営店の他に、フランチャイズ店として５店舗があります。

　

地域別直営店舗数
　

北海道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中国四国 九 州 合 計

8店 22店 161店 52店 60店 23店 23店 349店

　

②子会社

ａ．株式会社フィールグッド 本社 ：東京都千代田区

店舗 ：店舗数 40店舗

ｂ．吉姿商貿（瀋陽）有限公司 本社 ：中国遼寧省瀋陽市

店舗 ：店舗数 ８店舗

ｃ．睛姿商貿（上海）有限公司 本社 ：中国上海市

店舗 ：店舗数 113店舗

ｄ．睛姿美視商貿（北京）有限公司 本社 ：中国北京市

店舗 ：店舗数 ９店舗

ｅ．JINS US Holdings, Inc. 本社 ：米国デラウエア州

ｆ．JINS Eyewear US, Inc. 本社 ：米国カリフォルニア州

店舗 ：店舗数 ４店舗

ｇ．JINS CAYMAN Limited 本社 ：英国領ケイマン諸島

ｈ．JINS ASIA HOLDINGS Limited 本社 ：中国香港特別行政区

ｉ．株式会社ジンズジャパン 本社 ：群馬県前橋市

ｊ．JINS Hong Kong Limited 本社 ：中国香港特別行政区
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(１３) 使用人の状況（平成30年８月31日現在）

　

①企業集団の使用人の状況
　

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

3,061名

[ 843名 ]

282名増

[ 127名減 ]

（注）１．使用人数は就業員数であり、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を

含んでおります。

２．使用人数欄の［外書］は、臨時従業員（１年以下の有期雇用契約者である準社員、契約社員及びアルバイト、並びにパー

トタイマー（主に１日8.0時間換算））の年間平均雇用人員数であります。

３．使用人数が前連結会計年度末比で282名増加しておりますが、主として店舗数の増加によるものであります。

　

②当社の使用人の状況
　

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

2,047名

[ 758名 ]

169名増

[ 94名減 ]
28.6歳 3.8年

　

（注）１．使用人数は就業員数であり、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含んでおります。

２．使用人数欄の［外書］は、臨時従業員（１年以下の有期雇用契約者である準社員、契約社員及びアルバイト、並びにパー

トタイマー（主に１日8.0時間換算））の年間平均雇用人員数であります。

３．使用人数が前事業年度末比で169名増加しておりますが、主として店舗数の増加によるものであります。

　

(１４) 主要な借入先の状況（平成30年８月31日現在）

　

借 入 先 借 入 額

株式会社みずほ銀行 1,629百万円

株式会社三井住友銀行 1,188百万円

　

(１５) その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社は、平成30年９月13日開催の取締役会において、持株会社体制へ移行することを目的に、平成30年５月28日

付で設立した当社100％出資の子会社「株式会社ジンズジャパン」（以下「ジンズジャパン」といいます。）に、当

社の営む一切の事業（ただし、当社及び当社がその株式を保有する会社の事業活動に対する支配及び管理に関する

事業並びにグループ運営に関する事業を除きます。以下「本件事業」といいます。）に関して有する権利義務を、

平成31年７月１日（予定）を効力発生日として承継させる吸収分割（以下「本件分割」といいます。）を行うため、

ジンズジャパンとの間で吸収分割契約（以下「本件吸収分割契約」といいます。）を締結することを決議し、吸収

分割契約を締結いたしました。

また、当社は、持株会社体制への移行に伴い、平成30年11月29日開催予定の当社第31回定時株主総会に、定款の

一部変更（商号及び事業目的の一部変更等）の議案を付議することを決議いたしました。

本件分割後の当社は、平成31年７月１日付（予定）で商号を「株式会社ジンズホールディングス」に変更すると

ともに、その事業目的を持株会社体制移行後の事業に合わせて変更する予定です。

本件分割は、平成30年11月29日開催予定の当社第31回定時株主総会による関連議案の承認及び必要に応じ所管官

公庁の許認可等が得られることを条件としており、また、定款変更（商号及び事業目的の一部変更等）は、当該関

連議案の承認及び本件分割が効力を生じることを条件としております。
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自己名義株式
0.01％

個人その他
47.30％

外国法人等
18.30％

金融機関
21.64％

証券会社
1.24％

その他国内法人
11.51％

２ 株式の状況（平成30年８月31日現在）

　

(１) 発行可能株式総数 73,920,000株

(２) 発行済株式の総数 23,980,000株

（自己株式3,491株を含む）

(３) 株主数 8,864名

(４) 大株主

　

株 主 名 持 株 数 持株比率

田中 仁 8,334,000株 34.75％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,973,000株 8.23％

合同会社マーズ 1,200,000株 5.00％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 998,500株 4.16％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 929,500株 3.88％

株式会社ジュピター 600,000株 2.50％

株式会社ヴィーナス 600,000株 2.50％

OPPENHEIMER GLOBAL OPPORTUNITIES FUND 600,000株 2.50％

中村 豊 480,000株 2.00％

TAIYO HANEI FUND, L.P. 460,700株 1.92％
　

（注）１．日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社の持株数2,971,500株及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の持株数

929,500株は、信託業務に係るものであります。

２．持株比率は自己株式（3,491株）を控除して計算しております。
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３ 会社役員の状況
　

(１) 取締役及び監査役の状況（平成30年８月31日現在）

　

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

田 中 仁 代表取締役社長

株式会社フィールグッド 代表取締役

吉姿商貿（瀋陽）有限公司 董事長

睛姿商貿（上海）有限公司 董事長

睛姿美視商貿（北京）有限公司 董事長

JINS US Holdings, Inc. CEO

JINS CAYMAN Limited Director

JINS ASIA HOLDINGS Limited Director

台灣睛姿股份有限公司 董事

株式会社ジンズノーマ 代表取締役

オイシックス・ラ・大地株式会社 社外取締役

株式会社ジンズジャパン 代表取締役

中 村 豊 取締役

吉姿商貿（瀋陽）有限公司 董事

睛姿商貿（上海）有限公司 董事

睛姿美視商貿（北京）有限公司 董事

JINS US Holdings, Inc. CFO

台灣睛姿股份有限公司 監察人

古 谷 昇 取締役

有限会社ビークル 代表取締役

コンビ株式会社 社外取締役

サンバイオ株式会社 社外取締役

國 領 二 郎 取締役
慶應義塾大学総合政策学部 教授

慶應義塾 常任理事

前 田 夏 彦 常勤監査役

吉姿商貿(瀋陽)有限公司 監事

睛姿商貿（上海）有限公司 監事

睛姿美視商貿（北京）有限公司 監事

大 井 哲 也 監査役

ＴＭＩ総合法律事務所 弁護士

株式会社マーケットエンタープライズ 社外監査役

株式会社トゥエンティーフォーセブン 社外監査役

テックファームホールディングス株式会社 社外取締役（監査等委員)

太 田 諭 哉 監査役

株式会社スパイラル・アンド・カンパニー 代表取締役社長

税理士法人スパイラル 代表社員

ナレッジスイート株式会社 社外監査役

　

（注）１．取締役古谷昇氏及び國領二郎氏は、社外取締役であります。

２．監査役前田夏彦氏、大井哲也氏及び太田諭哉氏は、社外監査役であります。

３．当社は、古谷昇氏、國領二郎氏及び太田諭哉氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。

４．監査役太田諭哉氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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(２) 取締役及び監査役の報酬等の額

　

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取締役 ４名 96百万円

監査役 ４名 16百万円

合計 ８名 112百万円
　

（注）１．取締役の報酬限度額は平成17年11月25日開催の第18回定時株主総会において年額200百万円以内と決議いただいておりま

す。

２．監査役の報酬限度額は平成17年11月25日開催の第18回定時株主総会において年額50百万円以内と決議いただいております。

３．平成29年11月27日開催の第30回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名を含んでおります。

　

(３) 社外役員に関する事項

　

①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　

区 分 氏 名 兼職先及び兼職内容 当該他の法人等との関係

取 締 役

古 谷 昇

有限会社ビークル 代表取締役

重要な取引その他の関係はありませ

ん。

コンビ株式会社 社外取締役

サンバイオ株式会社 社外取締役

國 領 二 郎
慶應義塾大学総合政策学部 教授

慶應義塾 常任理事

監 査 役

前 田 夏 彦 ― ―

大 井 哲 也

ＴＭＩ総合法律事務所 弁護士

同事務所との間で法務顧問契約を締結

しております。当社が当該法務顧問契

約に基づき、当事業年度中に同事務所

に支払った報酬総額は、当事業年度の

販売管理費の1.0％未満であります。

株式会社マーケットエンタープライズ 社外監査役

重要な取引その他の関係はありませ

ん。
株式会社トゥエンティーフォーセブン 社外監査役

テックファームホールディングス株式会社 社外取締役（監査等委員）

太 田 諭 哉

株式会社スパイラル・アンド・カンパニー 代表取締役社長

重要な取引その他の関係はありませ

ん。
税理士法人スパイラル 代表社員

ナレッジスイート株式会社 社外監査役
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②各社外役員の主な活動状況
　

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 古 谷 昇

当事業年度開催の取締役会13回全てに出席し、議案・審議等につき、そ

の見識と経験を活かし、必要な発言を社外の立場から適宜行なっており

ます。

取 締 役 國 領 二 郎

平成29年11月27日就任以降に開催された取締役会10回全てに出席し、議

案・審議等につき、その見識と経験を活かし、必要な発言を社外の立場

から適宜行なっております。

監 査 役 前 田 夏 彦

当事業年度開催の取締役会13回及び監査役会14回全てに出席し、議案・

審議等につき、その見識と経験を活かし、必要な発言を社外の立場から

適宜行なっております。

監 査 役 大 井 哲 也

当事業年度開催の取締役会13回及び監査役会14回全てに出席し、必要に

応じ、主に弁護士としての専門的見地から、議案・審議等につき、その

見識と経験を活かし、必要な発言を社外の立場から適宜行なっておりま

す。

監 査 役 太 田 諭 哉

平成29年11月27日就任以降に開催された取締役会10回及び監査役会10回

全てに出席し、必要に応じ、主に会計士としての専門的見地から、議

案・審議等につき、その見識と経験を活かし、必要な発言を社外の立場

から適宜行なっております。
　

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条の規定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書

面決議が９回ありました。

　

③責任限定契約に関する事項

当社は、平成27年11月26日開催の第28回定時株主総会で定款を変更し、取締役（業務執行取締役等であるものを

除く。）及び監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。

当該定款の規定に基づき当社が取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役の全員と締結した責

任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。

ａ．取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）の責任限定契約

当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

同法第425条第１項が定める最低責任限度額としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）が責任の原因

となった職務の遂行について善意でありかつ重大な過失がないときに限られます。

ｂ．監査役の責任限定契約

当社と監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項が定める最低責任限度

額としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でありか

つ重大な過失がないときに限られます。

　

④社外役員の報酬等の総額
　

人数 報酬等の額

社外役員の報酬等の総額等 ６名 28百万円
　

(注) 平成29年11月27日開催の第30回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名を含んでおります。

　

⑤記載内容についての社外役員の意見

該当事項はありません。
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４ 会計監査人の状況
　

(１) 名称 EY新日本有限責任監査法人

　

(２) 報酬等の額

　

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　イ．公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額

　ロ．公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額

45

－

百万円

百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 45百万円

　

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明

確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を

記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどう

かについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３．当社の海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人による監査を受けております。

　

(３) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出す

る会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の

同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　

(４) 責任限定契約の内容の概要

　

当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項が定める最低責任限度額として

おります。
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連結計算書類

連結貸借対照表（平成30年８月31日現在）
　

（単位：百万円）
　

科 目 当 期 前期（ご参考） 科 目 当 期 前期（ご参考）

（資産の部) （負債の部） 　

流動資産 15,721 15,696 流動負債

買掛金

短期借入金

一年内返済予定の長期借入金

未払金及び未払費用

リース債務

未払法人税等

未払消費税等

資産除去債務

その他

固定負債

長期借入金

リース債務

資産除去債務

その他

8,452

1,484

1,223

369

3,087

606

1,301

49

20

310

3,339

1,225

816

479

818

9,327

1,655

1,900

386

2,512

692

1,360

408

20

390

3,510

1,560

1,127

187

635

現金及び預金 5,531 6,860

受取手形及び売掛金 3,418 3,305

商品及び製品 4,756 4,310

原材料及び貯蔵品 245 196

繰延税金資産 229 232

その他 1,540 790

貸倒引当金 △0 △0

固定資産 15,716 14,559

有形固定資産 8,725 7,893

建物及び構築物 6,932 6,128

機械装置及び運搬具 62 66

工具、器具及び備品 640 478

土地 14 14

リース資産 1,016 1,108

建設仮勘定 59 96 負債合計 11,792 12,838

無形固定資産 1,848 1,867 （純資産の部）

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定

19,781

3,202

3,179

13,401

△1

△74

△74

17,547

3,202

3,179

11,167

△1

△32

△32

リース資産 425 724

その他 1,422 1,142

投資その他の資産 5,142 4,799

投資有価証券 457 457

長期貸付金 514 363

繰延税金資産 246 174

敷金及び保証金 3,867 3,744

その他 56 59

繰延資産 61 98

開業費 61 98 純資産合計 19,707 17,515

資産合計 31,499 30,354 負債純資産合計 31,499 30,354
　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（平成29年９月１日から平成30年８月31日まで）
　

（単位：百万円）
　

科 目 当 期 前期（ご参考）

売上高 54,872 50,451

売上原価 13,416 12,508

売上総利益 41,455 37,942

販売費及び一般管理費 35,384 32,540

営業利益 6,071 5,402

営業外収益 61 72

受取利息 8 3

受取手数料 21 －

受取賃貸料 10 20

為替差益 － 19

補助金収入 － 15

その他 20 13

営業外費用 505 247

支払利息 152 142

不動産賃貸費用 247 －

支払手数料 3 30

開業費償却 35 34

為替差損 55 －

その他 10 40

経常利益 5,627 5,227

特別損失 718 762

倉庫移転費用 41 66

固定資産除却損 198 227

減損損失 445 398

店舗閉鎖損失 27 44

その他 5 25

税金等調整前当期純利益 4,909 4,465

法人税、住民税及び事業税 1,882 1,778

法人税等調整額 △69 △80

当期純利益 3,097 2,767

親会社株主に帰属する当期純利益 3,097 2,767
　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類

貸借対照表（平成30年８月31日現在）
　

（単位：百万円）
　

科 目 当 期 前期（ご参考） 科 目 当 期 前期（ご参考）

（資産の部） （負債の部） 　

流動資産 12,860 12,723 流動負債 6,013 6,202

現金及び預金 4,095 5,637 買掛金 1,217 1,312

売掛金 2,975 2,903 一年内返済予定の長期借入金 310 310

商品及び製品 3,254 2,823 リース債務 209 340

原材料及び貯蔵品 202 133 未払金 1,486 960

前渡金 115 115 未払費用 1,346 1,292

前払費用 416 317 未払法人税等 1,261 1,326

繰延税金資産 222 211 未払消費税等 20 416

その他 1,872 581 前受金 93 177

貸倒引当金 △292 △0 預り金 19 17

固定資産 15,180 12,990 前受収益 0 1

有形固定資産 6,901 6,009 資産除去債務 20 20

建物 6,130 5,328 その他 27 26

構築物 55 47 固定負債 2,417 2,498

機械及び装置 62 66 長期借入金 1,137 1,447

工具、器具及び備品 527 321 リース債務 267 483

土地 14 14 長期未払金 573 363

リース資産 76 140 資産除去債務 420 184

建設仮勘定 34 90 その他 17 19

無形固定資産 1,807 1,784 負債合計 8,431 8,701

商標権 2 3 （純資産の部）

ソフトウエア 1,244 880 株主資本 19,609 17,013

リース資産 394 674 資本金 3,202 3,202

ソフトウエア仮勘定 166 226 資本剰余金 3,179 3,179

投資その他の資産 6,471 5,196 資本準備金 3,157 3,157

投資有価証券 48 48 その他資本剰余金 22 22

関係会社株式 2,156 1,097 利益剰余金 13,229 10,633

長期貸付金 513 361 利益準備金 8 8

関係会社長期貸付金 372 412 その他利益剰余金 13,221 10,624

長期前払費用 53 55 別途積立金 60 60

繰延税金資産 227 180 繰越利益剰余金 13,161 10,564

敷金及び保証金 3,099 3,039 自己株式 △1 △1

その他 0 0 純資産合計 19,609 17,013

資産合計 28,040 25,714 負債純資産合計 28,040 25,714
　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（平成29年９月１日から平成30年８月31日まで）
　

（単位：百万円）
　

科 目 当 期 前期（ご参考）

売上高 45,232 42,295

売上原価 10,796 10,059

売上総利益 34,435 32,236

販売費及び一般管理費 28,217 26,555

営業利益 6,218 5,681

営業外収益 194 99

受取利息 27 16

受取賃貸料 24 40

受取手数料 136 －

為替差益 － 33

その他 5 8

営業外費用 627 56

支払利息 22 24

不動産賃貸費用 247 －

支払手数料 3 30

為替差損 55 －

貸倒引当金繰入額 292 －

その他 5 2

経常利益 5,785 5,723

特別損失 565 2,385

倉庫移転費用 40 66

固定資産除却損 170 188

減損損失 142 56

店舗閉鎖損失 12 27

関係会社株式評価損 194 2,020

その他 5 25

税引前当期純利益 5,220 3,338

法人税、住民税及び事業税 1,818 1,740

法人税等調整額 △57 △83

当期純利益 3,459 1,681
　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告書

連結計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成30年10月23日

株式会社ジンズ

　取締役会 御中
EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 跡 部 尚 志 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 片 岡 直 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ジンズの平成29年９月１日から平
成30年８月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、株式会社ジンズ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成30年10月23日

株式会社ジンズ

　取締役会 御中
EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 跡 部 尚 志 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 片 岡 直 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ジンズの平成29年９月１日
から平成30年８月31日までの第31期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は持株会社体制に移行するため、平成30年９月13日

開催の取締役会決議に基づき、同日付で吸収分割契約を締結した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以 上
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監査役会の監査報告
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成29年９月１日から平成30年８月31日までの第31期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴ 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい
て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。

⑵ 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、業務監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と
意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議
の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係わる事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２．監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　平成30年10月23日

株式会社ジンズ 監査役会

常勤社外監査役 前 田 夏 彦 ㊞

社 外 監 査 役 大 井 哲 也 ㊞

社 外 監 査 役 太 田 諭 哉 ㊞

　

以 上
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